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一「生態移民」政策によるモンゴル民族の生活実態調査を通して一
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【論文要旨】
1t研究の背景と目的
　中国西部において、2000年から「西部大開発」
プロジェクトが発足した。中国各地、特に西部地
域と名づけられた地域において、多目的に開発が
行われ、一定の成果を収めることができた。しか
し、計画性が欠如した開発が行われた多くの地域
において、経済成長の望みが絶たれ、環境、生態
が破壊され、人々が貧困に陥ってしまった。
　この被害を最も受けたのは、内モンゴル自治区
（以下内モンゴルと略す）において代々牧畜を営
んできた遊牧民（定住したものもいる）たちであ
る。中国政府によって内モンゴルへと移民してき
た漢民族が場当たり的に草原を開墾し、農耕を
大々的に行った。また、市場経済システムと生産
請負制度の導入によって牧畜民も収入を求めて、
家畜を増やしていった。結果、決して農耕に適さ
ない内モンゴル地域において砂漠化が空前に深刻
化し、次第に数多くの貧困者が生まれた。
　破壊された地域、自然の回復と貧困緩和を目的
にした「生態移民」政策が内モンゴルにおいて、
「西部大開発」の一環として実施された。したが
って、多くの牧畜民が地元を離れ、都市部の近く
の移民村へと移住させられた。「生態移民」政策
によって移住した牧畜民は、移住先において、土
地、資金、技術などにより、牧畜業、農業、酪農
ができなくなり、また、副業においても非常に危
険の伴う仕事にしか就けずに日々の生活困難を拡
大させている。
　本研究は、このような住民とりわけ牧畜業しか
できない牧畜民が貧困に陥っている原因を明らか
にし、それらの住民の生活に資する社会政策、福
祉政策、あるいは支援政策の一助を得ることを目
的にしている。
2．研究方法と論文構成
　先行研究レビューと生態移民に対しての訪問アン
ケート調査を実施した。調査は、「牧畜民が移住し
てから生活の質がもっと低下し、さらに貧困に陥っ
たのではないか」という仮説を立てて実施したもの
である。また、調査を通して生態移民の生活満足度
と実態を知ることを調査目的にしている。
　論文の構城は以下の通りである。
　序章にて、本研究の背景及び目的、研究方法、
用語の定義などを論じた。
　第一章では、「中国・内モンゴル自治区におけ
る貧困と貧困農民施策の概要」を貧困の動向、貧
困農民の概要、貧困農民施策の動向と順次に論じ、
最後に「生態移民」政策の概要を述べた。
　第二章では、「内モンゴルにおける「生態移民」
政策の展開過程」を、中国政府による内モンゴルへ
の農民移住政策から「生態移民」政策が策定される
までのプロセスと経緯を振り返る形で論じた。
　第三章の「内モンゴルにおける「生態移民」政
策実施の現状」を今までの「生態移民」政策をテ
ーマに書かれた先行研究や行政側から出された文
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献、通知、意見等を比較検討した。
　第四章の「内モンゴルにおける生態移民の実態」
を実地調査とその分析を通して明らかにした。調
査は今までの研究で明らかになっていないことを
確認した上で実施したものである。
　第五章では、「内モンゴルにおける「生態移民」
政策の問題点」を、調査結果分析から明らかにな
ったことを先行研究と比較する形で論じた。
　第六章の「内モンゴルにおける「生態移民」政
策の展望」では、第五章にて導き出された問題点
に基づいて、本論なりの問題解決方法を提案し、
最後に本研究の限界と今後の課題を提示した。
3．調査結果と考察
　調査を「SPSS　l4．O　J　for　Windows」を用いて分析
し、単純集計とクロス集計を行った。分析の結果、
牧畜民が移民村に移住してから、多くの住民の生
活の質が向上するどころか、逆に低下し、したが
って、住民たちが現在の生活に満足していないこ
とが明らかになった。また、大半の住民が移住し
てから生活が移住前より悪くなったと認識してお
り、できるだけ地元に戻りたがっていることもわ
かった。その具体的な数値は以下の通りである。
　現在の生活に満足していない世帯は78．6％、生
活の質が移住前より悪くなったと思っている世帯
は68．4％、地元に戻りたい世帯は80．6％である。
以上の結果を受けて、以下のことが言えよう。
①移住により生活の質が低下した。移住する前に
住民全員が牧畜業に携わっていたが、移住後にそ
れが急激に減った。それに、放牧をできる条件が
ないことと畜舎飼育ができる環境が整っていない
ことが起因している。したがって、自分たちが得
意とする生業ができなくなり、農業、酪農経営を
余儀なくされ、それがうまくいかず、収入が減少
し、生活問題が多岐にわたって起きた。
②移住に伴い生活満足度が変化した。移住によっ
て、生活方式が変化し、それが住民の生活満足度
に大きな影響を与えた。多くの住民は政府によっ
て強制的に移住させられ、移住先でも生活が重い
通りに行かず、自立できていないということが検
証された。
4．結論と本研究の今後の課題
　調査結果と先行研究比較を通して以下の結論が
導き出された。
①行政側の援助不行届きにより住民の生活困難が
拡大した。牧畜民たちは移住先で政府の援助を受
けることを条件に移住させられたが、移住してか
ら、住宅建設補助金以外の援助をほとんど受けら
れなかった。それに、地方官僚が補助金を横領し
たこと、村長の親族や官僚と親交のある特別な世
帯が援助を過分に受領していることなどが絡んで
いる。よって、牧畜民が移住先において、畜舎が
建てられないため牧畜業ができない、土地と技術
がない、コストが高騰した関係で農業と酪農がで
きなくなり、賃金の安い、命の危険性が伴う過酷
な日雇労働に就き、より生活が困難に陥っている。
②移住に伴う住民生活の近代化により貧困が深刻
化した。移住する前に牧畜民は水道、電気、燃料
を自給自足でまかなっており、出費はほとんどな
かった。だが、移住に伴って、電気、ガス、水道
は共用のものを使うことになり、光熱費などの出
費が住民に予想以上の負担をかけ、貧困の進行を
さらに促進させている。
③「生態移民」政策実施により牧畜民が社会的排
除された。もともと、「生態移民」政策は牧畜民
が家畜を飼いすぎ、放牧は後進した生業であると
いう認識のもとで実施された。よって、牧畜民は、
家畜を強制的に売却させられ、また、放牧という
従来の生業形態を否定された。このようにして、
牧畜民は自分たちのアイデンティティ、文化、習
慣、尊厳を失うこととなり、牧畜業の生産システ
ムから完全に排除されてしまった。また、住民た
ちは戸籍の関係で「最低生活保障」も受けられな
68
東洋人学校友会学生研究奨励基金授与論文概要「中国・内モンゴル自治L≦における貧困と貧困農民施策に関する研究」／阿拉坦宝力格
い状態にある。
　内モンゴルにおいて、これら牧畜民のアイデン
ティティ、文化、習慣、尊厳、権利を保護できる
ようなトータル生活支援策やエンパワーメントが
急遽に迫られている。充分な補助金や現物援助が
あったとしても、民族、地域によって住民のニー
ズが異なることを考慮に入れなければならないだ
ろう。
　本研究は、内モンゴルにおける「生態移民」政
策の実施対象の一つである地域のモンゴル民族だ
けに限って行ったものであり、自治区の全土に広
がる生態移民の実態を代表できるとは言いがた
い。他地域、多民族の生態移民、また行政側の役
人、まだ移住しないで牧畜業を営んでいるモンゴ
ル民族に対し調査を行ない、それから得た結果を
比較研究し、それに基づいて「生態移民」政策評
価に適用する一般論を導き出すことを今後の研究
の課題にしたい。
【審査および最終試験の報告】
　アルタンボリグ氏は、中国・内モンゴルからの
留学生である。氏の学位論文題目は、「中国・内
モンゴル自治区における貧困と貧困農民施策に関
する研究一「生態移民」政策によるモンゴル民族
の生活実態調査を通して一というものである。研
究の背景は、アルタンボリグ氏が論文要旨で、自
ら明らかにしているように、2000年から発足した、
中国の「西部大開発」プロジェクトの一端に関わ
る貧困農民政策に関係している。西部開発プロジ
ェクトは、一定の成果を収めたが、計画性の欠如
した開発が行なわれた地域においては、経済成長
の望みも絶たれ、環境、生態が破壊され、地域住
民が貧困に追い込まれた事例もあった。そうした
失敗事例の一つが、内モンゴル自治区における
「生態移民」政策であった。「生態移民」政策には、
いくつかの形態がみられ、一つは、漢民族の内モ
ンゴルへの移民であった。内モンゴルに移民した
漢民族は、場当たり的に、内モンゴル地区の草原
を開墾し、農耕を大々的に行なった。一方、市場
経済システムと生産請負制度の導入によって、先
住民である牧畜民も増収のため、家畜を増やして
いった。その結果、農耕に適しない内モンゴル地
域において、砂漠化が進行し、地区住民の貧困化
が誘発された。破壊された環境の回復と貧困緩和
のため、次の段階での「生態移民」政策が進めら
れた。つまり、牧畜民を都市部近くの移民村に移
住させ、新たな生活を出発させようとしたのであ
る。ただし、政府が提供した生活支援資金他生活
手段等は、汚職その他で、移民には届かず、牧畜
も、農業も、酪農も出来ない貧困者のみが増大し
ていった。そうした「生態移民」政策による被害
貧民の生活実態を、調査によって解明し、新たな
政策の展望を開きたいというのが、本研究の目的
であった。現地での丁寧な調査によって、仮説で
想定した以上の内モンゴル農民の貧困実態が明確
になり、今後の研究に多大の期待がよせられてい
る。グローバルな視点における貧困研究に一石を
投じるとともに、地域開発や地域開発政策の落と
し穴について、多くの示唆を提供する優れた研究
論文であると、高く評価される。
　　　　　　　　　　　　　　（主査　天野マキ）
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